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１． 研究背景と目的 

 GCM による大アンサンブルの将来予測である d4PDF

は，工学的に必要な低頻度災害を信頼性評価付きで分析

できる強力なツールである．しかし熱帯性低気圧（以下，

便宜上台風とも称する）の強度や通過数の再現性にはバ

イアスが存在し，解析結果をそのまま使用することには

課題がある 1)．モンテカルロ法（MC 法）により統計的

に多数の台風経路データを生成する確率台風モデルを

用いた将来影響評価法は，個別の経路データでなく小領

域毎に統計量に対し補正を行うため，台風経路データに

経時的な不連続さを生じさせず，資料数を統計的合理性

のもとに増加させることで災害の頻度解析を容易にす

る利点がある．梅田ら 2)は正規分布型バイアス補正をし

た d4PDF データに基づき全球確率台風モデル GSTM を

構築し，島田ら 3)は分位数補正に基づく GSTM を提案し

た．どちらも台風特性の統計分析に季節変化は考慮され

ていない．観測データでは資料数が不足し考慮できない

季節変化についても，d4PDF であれば季節毎にデータを

分割しモデリングを行うだけの十分な資料数が確保で

きると考え，月別に GSTM を構築し熱帯性低気圧の将

来変化予測を行った． 

 

２． モデル作成に使用したデータとバイアス補正 

 d4PDF 台風データの校正用には NOAA の熱帯性低気

圧観測データベース IBTrACS（International Best Track 

Archive for Climate Stewardship）v04r00 を使用した（1966

～2020 年）．確率台風モデルのモデルパラメータ決定に

用いる d4PDF4)は気象研究所全球大気モデル MRI-

AGCM3.2の出力結果であり，過去実験（1951～2010年）

の 60 年×100 アンサンブルと 4℃上昇実験（2051～2110

年）の 60 年×90 アンサンブル（海水面温度の異なる予

測6ケースCC, GF, HA, MI, MP, MRの15アンサンブル）

を使用した． 

 d4PDF データから台風経路データ（各時刻の台風中心

位置と中心気圧）を抽出するスキームは複数の手法が提

案されているが，ここでは大量の台風資料を対象とする

ため簡易手法である Shimura et al.5) の手法を用いた．た

だし，この手法では温帯低気圧なども含むため，a)海上

で発生し，b)期間内に 17.5 m/s 以上の風速を有し，c)季

節ごとの到達可能緯度条件を満たすものに限定した． 

 GCM から抽出された台風経路データを分析すると，

中心気圧と通過数の頻度分布の再現性にバイアスが見

られる 1)．通過数は GSTM 内で台風経路や中心気圧の影

響も受けるため，最終的に消滅判定でパラメータ調整を

行うこととした．中心気圧はモデル内の台風の発達過程

に直接影響するため，分位数プロットに基づいて 3 度格

子の小領域毎に中心気圧値の補正を検討した 3)．ただし，

補正の基準として観測値を用いるため，資料数が少ない

場合には低頻度の分位数の信頼性は十分ではなく，適切

な補正が行われない可能性がある．そこで，補正に用い

る分位数の閾値を定め，それより低頻度な強い台風につ

いては弱い台風側の補正値から補正関数を推定するこ

ととした．補正分位数の閾値は，対象海域における

d4PDF の中心気圧の頻度分布を用いて感度解析より決

定した． 

 

３． 全球確率台風モデルGSTMの概要 

月別にモデルを生成する以外は既往の GSTM とほぼ

同じモデル構成である．GSTM は台風の生成，発達，消

滅の 3 段階で構成される．生成モデルでは，台風の月別

発生数や発生位置，台風特性値が MC 法で決定される．

d4PDF の発生数バイアスは年間の発生数に対する補正

係数を乗じることで対応した．月別発生数は個別の確率

分布として求めると合計としての年間発生数が整合し

ないため，MC 法で年間の総発生数 Nallを求めてから，

その偏差成分 nall を正規化された偏差が各月の発生数の
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偏差成分 niと一致するように配分することで決定した．

すなわち nallの正負が全ての niの正負を決定してしまう

ため，同じ年の月毎の比較は意味をもたない点には注意

が必要である．将来変化量については，過去気候の発生

数に将来変化量を加えて頻度分布を推定した．発生位置

については過去気候では観測値と d4PDF の平均として

2 次元確率分布を推定し，将来気候では将来変化分を各

地点に加えて合計が 1 になるように正規化した．発達モ

デルでは前時刻値と発達率に関する結合 PDF がクラス

ター分析と主成分分析を用いて推定され，MC 法で各時

刻の発達過程がシミュレートされる．結合 PDF は月別・

海域別に定義される．消滅モデルでは経験的な消滅確率

に基づき確率的に消滅した場合と，過去に台風が一度も

通過したことのない地点に台風が進行した場合および

中心気圧が 1013 hPa 以上となった場合に消滅させた．

GSTM は過去気候 1 モデル，将来気候 6 モデルを作成

した． 

 

４． 精度検証と将来予測結果 

過去気候モデルについて観測値との比較を行った．平

均中心気圧については図-1 のように低緯度では比較的

誤差は小さいが，日本や北米東岸などで大きく，過小評

価（強い台風が発生）している．各地点の頻度分布で比

較すると，分位数補正によって全体的な分布形状の類似

度は高まったものの，中緯度付近で強い台風の割合が高

くなった結果，平均値が過小評価となったことが示され

た．進行速度や進行方位，通過数の精度は比較的良好で

あった．台風経路データを用いてモデル構築をしたとこ

ろ，再現性は向上したことから，平均値の再現性低下は

バイアス補正によりもたらされた可能性も高いと考え

ている． 

日本周辺の 4℃上昇の将来予測結果を 6モデル平均で

評価すると，全体では平均的な台風はやや強くなるが，

8 月には強くなる傾向が明瞭で，9 月には逆に弱くなる

傾向にある．このように季節ごとで将来変化傾向が異な

る結果となった．また図-2 に示すように頻度分布から

は 8 月も 9 月も各中心気圧の通過数は将来に減少する

ことがわかる．ただし台風通過数の減少とともに 8 月に

は分布形状が扁平になり，ピーク値が中心気圧の強まる

方向にシフトしている．このため平均値としては強くな

る傾向が現れたと推測できる．一方で 9 月も分布は扁平

になるがピーク位置は比較的台風が弱まる方向にシフ

トしている． 

 

５． まとめ 

 d4PDF から抽出された台風経路データに適切なスク

リーニングを行い，分位数プロットに基づくバイアス補

正を行った．このデータをもとに月別に GSTM を構築

した．頻度分布形状の再現性は向上したものの，極端に

強い熱帯低気圧の影響で，平均中心気圧の再現性は十分

ではない．この原因はバイアス補正法にあると推測され，

今後の課題である．将来変化の傾向には月別の変化があ

り，一様ではないことが示された． 
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図-1 平均中心気圧の再現性（GSTM－観測） 

 
図-2 代表月の中心気圧別の襲来頻度変化（present

は過去気候モデルの結果を表す） 
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